












Arguments on the Approval and Deregulation




The high number of unwanted pregnancies and abortions in Japan indicates that women's
reproductive health and rights are faced with a crisis. This research argues that approving
emergency contraceptive pills (ECP) and making them available over-the-counter will avoid
such situations.
This paper investigates the arguments for the approval and deregulation of ECP after re-
viewing the history of emergency contraception. It argues that easy access to ECP does not
bring about harmful consequences for both women's and public health and may reduce the
rate of unintended pregnancies and terminations. Finally, the paper concludes that early intro-
duction of ECP is necessary for Japanese reproductive health and rights.
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れるようになった。現在実施されている主なECには、 ①ヤッペ法(Yuzpe method [以下
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合や病院あるいは関連施設が診療時間外である場合に、女性は緊急避妊を行う機会に恵まれ
ずに望まない妊娠をしてしまう可能性もあり、このような場合に女性が相当なストレスを抱
えることは明白である。また、このようなストレスを取り除いた上での心理的なサポートに
ついては上述のECPの販売・服用指導に関連するカウンセリングが適切に行われることで
十分に確保されるものであると考えられる。以上のことから、 ECPのOTC化にあたって、
医学的・心理的サポートの確保を過度に重要視することは性交後72時間以内の早期服用を困
難なものにし、かえって女性の健康を害するものであるといえる。
以上、 ①～③の見解に対する検討の結果、 ECPのOTC化に反対する見解の大部分は、医
学的な問題や実施上の問題に関するものであり、道徳的・倫理的な問題に関するものは殆ど
ないということが確認された。そして、常用化、不正使用を危供する否定的見解には、 ECP
はその失敗率や副作用などから通常の避妊法としては不適切であり、緊急避妊を経験した女
性はOCなどのより効果の高い避妊法を常用するようになる場合が多いという事実認識が欠
けていること、さらに、医学的な閉居や実施上の問題に関する否定的見解は現行の医療サー
ビスを高く評価しすぎており、薬局と関係諸機関との協力によりOTC化にともなって生じ
うる問題は解決可能であるという視点が欠けていやことがわかったo ①～③の見解はOTC
化を否定する有力な根拠とはなりえず、さらにOTC化に際して予測される障害についても
これらに対する施策の在り方次第で十分に対処できるものであると考えられる。したがって、
ECPはOTC薬としての使用につき安全で有効なものであり、限られた時間内に女性が
ECPをより入手しやすくするよう　OTC化を行うことは女性個人の利益のみならず公衆衛
生という利益にもつながるといえよう。
本号では世界の多くの国で承認され、 OTC化されてきているECPがリプロダクティブ・
ヘルス/ライツの観点や公衆衛生という観点から重要な意義をもつことを確認してきたが、
ECPの承認とそのOTC化という議論は日本においても有益なものであるのだろうか。次号
では、これまでの検討内容を踏まえた上で、日本におけるECPの承認とそのOTC化につい
て検討を試みる。
(以下次号)
